
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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大村市農林水産振興事業補助金交付要綱
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大村市漁業協同組合及び大村湾東部漁業協同組合
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農林水産業
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種苗放流事業
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

該当なし

　漁場環境が悪化している中、水産資源を維持・拡大し漁業生産の安定供給につなげるため、本事業は必要である。

該当なし

　厳しい漁業経営の安定・向上を図るため、放流・中間育成などを進め、水産資源の維持拡大を図る必要がある。資源管理型
漁業の推進に向けて、市の関与は妥当である。

低い

漁獲量は、依然低位で推移しているが、前年度は大村湾の主要な水産物であるナマコの漁獲量が増加した。

該当なし

放流事業のほか、中間育成による水産資源の確保に向けた取組を推進する必要がある。

高い やや高い 低い

低い

該当なし

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

種苗放流は稚魚を放流し、育てることで、海域の生産力の向上を図る上で有効である。

やや低い

低い高い やや高い

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

その他の見直し

終期設定

今後の方向性

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

　大村市農林水産振興事業補助金により補助率が定められているため、見直しの余地はない。

削減の余地あり 該当なし

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

予定していた種苗を確保できない場合は、漁協と協議し、魚種変更で対応する。
その中で、中間育成についても協議しながら検討する。

効果
事業の改善・改革によって期待さ
れる効果は何か

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取
組をしましたか（昨年度の
【ACTION】の改善・改革の進捗等）

新城漁協では、H27年11月にウニ（約80,000個）、H28年2月にナマコ（約16,000匹）を放流した。
松原漁協では、H27年6月にヒラメ（3,500尾）、H27年10月に稚ナマコ（約17,000匹）、を放流した。
東部漁協では、H28年3月にカサゴ（3,000尾）を放流した。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

有
効
性

事業が抱える問題・課題等

【コスト】

【負担割合】

　事務改善等効率化、簡素化の余地はない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

やや高い

対象外

高い

【必要性】

２
次
評
価

担当者意見のとおり

No.2


